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令和８年７月 主な変更内容

1

： 不調の発生状況（R8.3末時点）（R8.7）P5、6

： 工事の総合評価落札方式の主な改定内容（R8.7）P18～23

： 工事の総合評価落札方式の改定について（R8.7）P29～34

： 施工管理業務の改善に関する取組みについて（面接の実施）（R8.7）P44

： 施工管理業務業績評価実施要領の改定（R8.7）P51

： 積算基準の改善に向けた取組み（R8.7）P81

： 積算基準に関する取組み･･･最近の改定状況（R8.7）P83～91

： 令和８年７月の改定概要（R8.7）P92

： 土木工事請負契約における設計変更ガイドラインの改定（R8.7）P96

： 調査等請負契約における設計変更ガイドラインのの改定（R8.7）P97

： 施工管理アプリケーションに対応した出来形様式の追加（R8.7）P113

： 工事変更等検討会の本運用（R8.7）P115

： 4週8休に伴う各補正係数の改定（R8.7）
（R8.7～補正係数を乗じないものとする）

P145

赤字：R8.7見直し箇所



１. 入札契約制度等の改善に向けた取組み（P 3～P 79）

改善と今後の新たな取組み

３. 工事(業務)管理に関する改善の取組み （P 93～P129）

入札契約・工事(業務)管理等に関する改善・新たな取組み内容は以下の
とおりです。

４. 生産性向上等に向けた取組み （P130～P172）

２. 積算基準の改善に向けた取組み （P 80～P 92）
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４ 生産性向上等に向けた取組み

（２）４週８休の実現に向けた取組み

１）「４週８休」実施工事に対する費用負担（Ｈ30.7～順次改正）

２）当社標準工期より最大４か月延長した工期契約が可能な「フレックス方式」
の導入（Ｈ30.7～）

３） 総合評価の技術提案項目に、働き方改革に関する項目を追加（Ｈ30.7～）

４）「４週８休」の推進に向けた取組みの改正（R3.7～順次）

（１）i-Constructionへの取組み

１）ＩＣＴ土工の実施（Ｈ29.4～,R6.7,R7.7改正）

２）コンクリート工の規格標準化の実施（Ｈ29.4～）

３）施工時期の平準化（「任意着手方式」、「フレックス方式」）への取組み
（Ｈ29.4～順次）

４）ＢＩＭ／ＣＩＭへの取組み（Ｈ30.4～順次）

４. 生産性向上等に向けた取組み
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（４）現場の担い手育成、現場環境改善に向けた取組み

（３）適正な工程確保に向けた取組み

１）受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施（Ｈ30.7～）

２）工程作成の手引きを順次整備（Ｈ30.7～）⇒R7.7工期設定ガイドラインへ取込み

３）柔軟な工期設定（「任意着手方式」、「フレックス方式」）への取組み
（Ｈ29.4～順次）

４）土木工事における適切な工期設定ガイドラインを整備（R3.7～,R6.4,R6.7,R7.7改正）

（５）受発注者の業務効率化への取組み

４ 生産性向上等に向けた取組み

４. 生産性向上等に向けた取組み

131



４－(１) i-Constructionの取組み

NEXCO西日本におけるi-Constructionの取組みは以下のとおりです。

≪i-Constructionの推進≫
発注者・工事受注者・施工管理業務受注者ともに、担い手が不足する中で、生産性の向上が求めら
れています。
また、当社としても、増大する業務を限られた人的資源で遂行するため、生産性向上は急務であり、
実施可能なものから取組みを開始します。

i-Constructionのトップランナー施策
① ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）
② 全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）
③ 施工時期の平準化

i-Construction導入によりNEXCO西日本が目指す効果
○合意形成の迅速化（地元、関係機関、受発注者間協議等）、施工性向上による工期短縮
○工事管理事務の省力化

～検査（検測），品質管理の省力化（出来形・品質書類の削減），支払事務手続きの効率化～
○工事中事故リスクの減少（作業員の場内立入が減少）
○（将来的な）コスト削減
⇒ 導入効果については、先行工事等による検証を行い、積算基準・施工管理基準等の各種基準

へ順次反映していきます。
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４－(１) i-Constructionの取組み

（１） ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工） （ H29.4～ ）

（２） 全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等） （ H29.4～ ）

ＩＣＴ土工について、現在契約中又は平成29年度に新規に発注する工事に展開し、高速
道路の新設・改築工事における活用により生産性を向上し、併せて、効果の検証(各種
基準・検査事務等への反映)を進めます。
（R6．７～ICT土工(ICT建機による施工)の積算基準の新規制定）
（R7．７～擁壁における出来形管理への適用可能化,活用指定方式範囲の拡大等)

コンクリート工の生産性の向上の一施策として、「機械式鉄筋定着工法」について設計
・工事での標準化を進めます。
コンクリート工の規格の標準化については、設計段階において個々に検討していきます。

（３） 適切な工期設定（施工時期の平準化）に関する取組み （ H29.4～ ）

発注・施工時期の平準化及び適切な工期設定の取組みとして、「柔軟な工期設定」（任意着手
方式、フレックス方式）を拡大していきます。
また、設計図書の品質低下や工程制約要件に関する条件明示の不足等による、工事の変更等
の補助業務の増加、工事一時中止、工期延期に対して、上流側での対策を強化していきます。
（R４．４～フレックス方式を廃止）
（R6．4～標準的な準備期間の変更、後片付け期間と現場作業が重複しないよう明確化等）
（R6．７～新たな工期設定（雨休率を用いた工期設定））

■ NEXCO西日本における取組み H29.4～
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○適用工事 ：土木工事共通仕様書「土工」を適用する新設・改築工事とします。

○新規発注工事：土工量に応じ、活用方式を以下のとおり分類し、適用します（次ページ参照）

☛ 「ＩＣＴ活用指定方式」 （土工量：2万㎥以上）
・ ＩＣＴ活用を指定するため、技術提案の評価項目を設定

しません、工事成績評定で加点します。
・当初設計においてICT建機による施工は積算基準等により

計上します。3次元起工測量等は概略発注方式（諸経費に
含まれるものを除く）による概算額を計上し、契約後、条件
が確定した段階で新単価等を設定し、必要な経費を設計
変更時に精算します。

☛「ＩＣＴ活用希望方式」 （土工量：2万㎥未満）
・技術提案の評価項目を設定しません。
・契約後に受注者からの提案・協議によりＩＣＴ活用工事を

実施する場合、設計変更の対象とし、必要な経費を変更
計上します。

・ＩＣＴ土工を実施した場合は、工事成績評定で加点します。

※ なお、上記の記載内容は標準例のため、詳細は入札公告又は入札説明書を必ずご確認下さい。

○既契約工事：受注者より提案があり、設計変更を行う場合は適用可とします （次ページ参照）

４－(１) i-Constructionの取組み

（１） ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工） （ H29.4～ ）

R7.7適用方式範囲の改正概念図
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ＩＣＴ活用試行工事の選定の流れ
土工（対象工種）を含む「土木工事」

「ＩＣＴ活用工事」
に設定

土工量
1,000ｍ3

以上

【ＩＣＴ活用指定方式】
契約条件としてＩＣＴ土工の活用を指定

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上Ｎｏ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

従来施工

（１）工事成績の
加点対象としない

（２）機械施工経費のみ
変更計上する

ＩＣＴ
建設機械
の施工

《①～⑤の全面活用を
希望しなかった場合》

「ＩＣＴ活用工事」
工事施工プロセスの全ての段階※において
ＩＣＴ施工技術を全面的に活用する工事
① 3次元起工測量
② 3次元設計データ
③ ＩＣＴ建機による施工
④ 3次元出来形管理等の施工管理
⑤ 3次元データの納品
※擁壁工については出来形管理にのみ活

用できるものとし、品質管理は対象外と
する。なお、これに要する費用について
は、諸経費に含むものとし、別途計上は
行わないものとする。

【ＩＣＴ活用希望方式】
受注者の希望によりＩＣＴ土工を活用

（１）総合評価の対象としない

《①～⑤を全面活用する場合》
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

ＩＣＴ建設機械の施工等、自主的な活用は
妨げない。（評価対象外）

Ｙｅｓ

Ｎｏ

※当初契約時は、ICT建機による施工は土木
工事積算基準により計上。3次元起工測量、
３次元設計データ及び3次出来形管理等の施
工管理のうち3次元出来形管理費については、
概算額を計上（概略発注方式）。契約後、条
件が確定した段階で、新単価を決定し契約
変更。

Ｙｅｓ

発注手続
きをこれか

ら行う

起工測量に
未着手部分がある

土工（対象工
種）に未着手

「ICT活用試行工
事」とすることが出
来る旨を通知 ※1

通知に基づ
き受注者との
協議が整った

【ICT活用試行工事】
・工事成績で加点評価する
・必要経費は変更計上する

Ｎｏ

（既に契約済
み又は契約手
続きを開始）

Ｙｅｓ

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｙｅｓ

『ICT活用試行工事』
ICT活用工事の対象となっていない工事（既に契約済み又は契約手続きを開始した工事）で下記
の条件を全て満たす工事に通知を行い、希望者と協議が整った場合。

① 工事種別が土木工事
② 「土工」のうち、ICT活用工事の対象工種が含まれている工事
③ 上記工種に未着手の工事

※1:受発注者ともに
試験工事の実
施体制が整って
いるか十分確認
し通知すること

Ｙｅｓ

Ｙｅｓ

Ｎｏ

土工量
が

約2万ｍ3

以上
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■ 総合評価の評価項目
・総合評価の加点評価としていた「ＩＣＴ活用希望（Ⅰ型）方式」を廃止しました。

■ 工事成績評定の加点
・ＩＣＴ活用工事を実施した場合、「請負工事等成績評定要領」（平成29年4月1日改定）創意工夫に
おける【施工】「□ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した情報化施工を取り入れた工事」において評価す
るものとします。

・ＩＣＴ活用工事において、ＩＣＴを全面的に採用した工事（前のページ①～⑤参照）については、2点を加点
します。ＩＣＴを一部だけ使用した工事については、1点を加点します。

・ＩＣＴ活用工事以外で情報化施工を活用した場合は、1点を加点します。
・ＩＣＴ活用施工を途中で中止した工事については加点対象としません。

■ ＩＣＴ活用工事の必要経費の計上方法
・ＩＣＴ活用指定方式の場合、当初設計時は、ICT建機による施工は積算基準等により計上します。

３次元起工測量等については概略発注方式（諸経費に含まれるものを除く）による概算額を計上し、
契約後、条件が確定した段階で、新単価等を決定し設計変更します。

・ＩＣＴ活用希望方式の場合、契約後に、実施範囲等が確定した段階で、必要経費を変更計上しま
す。

■ ICT土工の数量算出基準の制定(平成29年7月1日改定)
・土木設計数量算出要領 第22章に「ICT土工」を新規制定しました。

■ ICT土工の積算基準の制定(令和6年7月1日改定)
・土木工事積算基準 第34編第23章に「ICT土工」を新規制定しました。

４－(１) i-Constructionの取組み
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４－(１) i-Constructionの取組み

i-Constructionのトップランナー施策である「ＩＣＴ土工工事」については、今後も試行対
象工事を拡大していきます。

今後、導入効果については、先行工事等(H29.4～ICT活用工事を順次発注)による検
証を行い、積算基準・施工管理基準等の各種基準へ順次反映していきます。

・丁張は必要ありません。
・安全かつ、品質を満足し
た施工が可能です。
・測量後のデータ整理が簡
単になりました。

≪当社発注工事(北熊本スマートＩＣ工事)
の施工例≫
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○ コンクリート工の規格の標準化
・プレキャスト製品やプレハブ鉄筋などの工場製作化は、橋梁形式や現地条件（地
形・コスト・適切な工期確保等）を考慮し、ECI

※

などの設計段階からの適用等、個々
に検討していきます。（修正設計等の手戻りや設計変更額の大幅増の回避）
※ ECI（ Early Contractor Involvement ）：設計段階から施工者が参画し、施工の実施を前提として設計に対する技術協力を行うもの

○ 鉄筋の組立て作業の効率化に資する「機械式鉄筋定着工法」の標準化

・設計段階より採用し、工事での標準化を進めます。

４－(１) i-Constructionの取組み

（２） 全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等） （ H29.4～ ）

※出典 国土交通省ＨＰ「機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドラインを策定および積極的な活用について」
機械式鉄筋定着工法の配筋設計ガイドライン（概要）資料より引用
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４－(１) i-Constructionの取組み

○発注・施工時期の平準化及び適切な工期設定の取組として、以下を実施します。
※ “設計図書の品質低下”や“工程制約要件に関する条件明示の不足”等による、
工事の変更等の補助業務の増加に対して、上流側での対策を強化していきます。

① 「柔軟な工期設定」の拡大※ (H29.4～)
※ 技術者不足等の不調対策として、H27.4より取組み開始、今後、件数を拡大していきます。

Ｈ30.1～、Ｈ30.7～、R4.4～、Ｒ6.4～制度を一部見直し
（詳細は、本編（３）適切な工程確保に向けた取組み をご覧ください。）

② 「工程作成の手引き」の整備（Ｈ30.7～順次）
・H30.7 橋梁編の制定
・R1.7  舗装編の制定
・R2.10  橋梁編に塗替塗装、はく落防止対策工、

下部工耐震補強工を追加
・R4.7 トンネル編、拡幅・スマートIC土工編の制定
・R7.7 工期設定ガイドラインへ取込
※詳細は、本編（３）適切な工程確保に向けた取組み

をご覧ください。

（３）適切な工期設定（施工時期の平準化）に関連する取組み （ H29.4～ ）
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i-Constructionのトップランナー施策である「施工時期の平準化」に配慮し、「柔軟な工期
設定」を拡大していきます。

４－(１) i-Constructionの取組み

【概要】
発注者が示した期間の間で受注者が工事の始期を選択し決定する「任意着手方式」を設定す
ることを標準と致します。受注者が決定した工事の始期までの間は、余裕期間となり、技術
者の配置を要しません（兼任の配置も要しません）。入札参加予定者が、現地条件を考慮し
た監理技術者等の配置を弾力的に決定できます。
（R４．４～フレックス方式を廃止）
（R６．４～任意着手方式（余裕期間４カ月から６か月へ変更））
【対象工事】
各工事の入札説明書に、柔軟な工期設定の適用について記載していますのでご確認ください。
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４－(１) ＢＩＭ／ＣＩＭの取組み

NEXCO西日本におけるＢＩＭ／ＣＩＭの取組みは以下のとおりです。

≪ＣＩＭの推進≫（Ｈ30.4～）
発注者・工事受注者ともに担い手が不足する中で、生産性の向上が求められています。
また、当社としても生産性向上は急務であり、ＣＩＭの活用についての検討及び試行していきます。

CIM（Construction Information Modeling / Management）
計画・調査・設計段階から3次元モデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階におい

ても、情報を充実させながらこれを活用し、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報を共
有することにより、一連の建設生産システムにおける受発注者双方の業務効率化・高度化を
図るもの。

ＣＩＭ導入によりNEXCO西日本が目指す効果
○合意形成の迅速化（地元、関係機関、受発注者間協議等）
○フロントローディングや可視化による設計ミスや手戻りの削減
○施工性向上による工期短縮、施工計画・条件の可視化
○危険個所の事前チェックによる、工事現場の更なる安全確保
○（将来的な）コスト削減、維持管理の効率化

ＣＩＭ試行工事
○平成30年度は、詳細設計付きの工事等にて試行します。当社にて、ＣＩＭ対象工事を指定します。

入札説明書にその旨記載します。（契約後に受注者に適用を協議する場合もあります。）
○ＣＩＭに関する基準・適用範囲等は、国交省の基準を参考に受発注者における協議により決定いたします。
○入札公告にて指定した工事では、当初設計時は概算額を計上（概略発注方式）します。
○条件が確定した段階で、新単価等を決定し設計変更（実態に基づき精算）します。
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４－(１) ＢＩＭ／ＣＩＭの取組み

NEXCO西日本におけるＢＩＭ／ＣＩＭの取組みは以下のとおりです。

ＢＩＭ／ＣＩＭ導入状況
○平成30年度に詳細設計付きの工事等にて試行します。
○令和３年度より三次元測量を原則化します。
〇令和４年３月より、ＮＥＸＣＯ西日本葉中工事等で受発注者においてＢＩＭ／ＣＩＭを活用し、生産性向上に取り

組んだ事例（ＢＩＭ／ＣＩＭ等活用事例集）について、今後の更なる活用を推進するための参考として、当社ＨＰ
へ掲載しております（毎年度事例集を更新）。

○令和５年７月より各支社にＢＩＭ／ＣＩＭ全面活用を義務付けるモデル事務所（事業）を設置、令和７年４月より各
支社にＢＩＭ／ＣＩＭ全面活用を義務付けるモデル事務所（事業） を拡大し、活用浸透を推進します。

≪ＢＩＭ／ＣＩＭ等活用事例集≫ ≪モデル事務所（事業）≫

事業名等モデル事務所支社名

阪和道４車線化(印南～南紀田辺)和歌山工事事務所関西

舞鶴道４車線化(大飯高浜～小浜西～小浜)福知山高速道路事務所関西

浜田道４車線化(大朝～瑞穂～旭)千代田高速道路事務所中国

山陰道４車線化(松江玉造～宍道)松江高速道路事務所中国

松山道４車線化(伊予～内子五十崎)愛媛工事事務所四国

徳島道４車線化(美馬～吉野川SIC)徳島工事事務所四国

東九州道４車線化(高鍋～西都)
新富スマートIC(仮称)

宮崎高速道路事務所九州

東九州道４車線化(大分宮河内～臼杵)大分工事事務所九州
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４－(２) ４週８休の実現に向けた取組み

NEXCO西日本の発注する工事における４週８休の実現に向けた取組み
は以下のとおりです。

≪４週８休の推進≫
建設業は、良質な社会資本の整備を通じて国民生活に貢献するという重要な役割を担ってい

ますが、一方で他産業と比較して労働時間が長く、休日数が少ないことが課題となっています。
労働者の健康確保やワーク・ライフ・バランスの改善、また将来の担い手を確保するためにも、
休日数を増やし、より働き易い職場環境づくりを行っていくことが必要です。

ＮＥＸＣＯ西日本では、建設業における週休２日の推進等の休日確保の必要性等を踏まえ、
以下の取り組みを行っています。

１）「４週８休」実施工事等に対する費用負担（Ｈ30.7～順次改正）
２）当社標準工期より最大４か月延長した工期契約が可能な

「フレックス方式」の導入（Ｈ30.7～）
（※R4.4～フレックス方式を廃止）

３） 総合評価の技術提案項目に、働き方改革に関する項目を追加（Ｈ30.7～）
４）「４週８休」の推進に向けた取組みの改正（R3.7～順次）

※週単位の４週８休（現場閉所）の導入（標準）により、
工事成績評定の加点を廃止しました。（R7.7～）
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≪取組内容≫
・「受注者希望方式」として４週８休の推進に向けた工事を発注します。

対象とした工事では、工事着手前に、週休２日に向けた取組みについて、受注者と協議します。
（Ｈ30.7～、R3.10～原則、発注者指定方式、R4.4～受注者希望方式の廃止）

・最終設計変更時に、取組結果に対して以下の基準で費用を支払いします。

・「発注者指定方式」を令和元年７月より追加し、工事を発注します。費用計上方法等は希望方式と同様です。
・令和２年４月以降 公告する工事は受注者希望方式・発注者指定方式ともに上表の係数とし、令和２年４月以前に
契約手続きを行った工事の係数の一部は（ ）を適用します。

・令和３年１０月以降 公告する工事は原則、発注者指定方式に改正いたします。
・令和４年４月以降 受注者希望方式の廃止
・令和４年７月以降は、土木工事積算基準（第３５編）に基づき４週８休の取組みに係る費用を計上します。
・令和５年１０月より、発注者指定方式を適用していない工事で工期が令和６年４月を跨ぐ工事について、受注者へ
意向確認を行い、発注者指定方式へ移行し、費用を計上します。

※詳細は、入札説明書等をご覧ください。

４－(２) ４週８休の実現に向けた取組み

「４週８休」の推進に向けた取組に対して費用を負担します。

４週６休以上４週７休未満４週７休以上４週８休未満４週８休以上

１．０１１．０３１．０５労務費

４週６休単価４週７休単価４週８休単価標準単価

１．０１１．０３１．０４機械賃料

１．０２（１．０１）１．０３１．０４共通仮設費率

１．０３（１．０２）１．０４１．０６（１．０５）現場管理費率
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・令和６年７月より、４週８休に伴う共通仮設費率及び現場管理費率の補正係数を改正します。
・令和６年７月より、土木工事積算基準（第３５編）を廃止し、４週８休積算基準として再編（分冊化）により、土木工事
積算基準（４週８休）に基づき４週８休の取組みに係る費用を計上します。

・令和７年７月より、週単位の４週８休（現場閉所）を導入し標準とします。なお、費用においては、『土木工事積算基準
（４週８休）※令和７年７月以降に入札公告等行う場合』に基づき計上します。

・令和８年７月より、今般の週休2日工事の取り組み状況を踏まえ、これまで実施してきた週休2日の補正係数による
費用計上等は完了とし、今後は補正係数を乗じないものとします。

≪４週８休に伴う各補正係数≫

※詳細は、入札説明書等をご覧ください。

４－(２) ４週８休の実現に向けた取組み

「４週８休」の推進に向けた取組に対して費用負担を見直します。

R８.7～R7.7～R8.6R6.7～R7.6R3.10～R6.6R2.4～R3.9H30.7～R2.3

１．００１．０2１．０５１．０５１．０５１．０５労務費

４週８休単価４週８休単価４週８休単価４週８休単価４週８休単価４週８休単価標準単価

１．００（補正しない）１．００（補正しない）１．０４１．０４１．０４１．０４機械賃料

１．００１．０２１．０３１．０４１．０４１．０４共通仮設費率

１．００１．０３１．０４１．０６１．０６１．０５現場管理費率
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４－(２) ４週８休の実現に向けた取組み

【改正前】
２億円以上（新設・改築工事は４億円以上）の工事のうち、以下の対象工事の条件にすべて合致する工事に適用

します。
≪受注者希望方式の対象工事≫

◆対象工事の条件
①工期に時間的余裕がある工事（余裕期間制度を２ヶ月以上設定できる工事）
②余裕期間制度の考慮前における工期が概ね２年以下の工事
③工事での作業の大半を、集中工事又は、当社が指定する特定の期間に行う必要がない工事
④熊本県における土木工事積算の特例を適用しない工事
⑤関係機関等との協議等による悪影響が発生しない工事

≪発注者指定方式の対象工事≫
①工期に時間的余裕がある工事
②熊本震災等 土木工事積算の特例を適用しない工事
③関係機関等との協議等による悪影響が発生しない工事

【Ｒ４．４改正】
令和４年４月以降に公告する全ての土木及び施設工事を対象とし、原則、発注者指定方式とします。なお、下

記工事については、発注者指定方式の対象としない場合があります。
≪発注者指定工事の対象としないことのできる条件≫

①供用（完成）時期に影響する場合
②早期の解除が求められる長期間の交通規制を伴う工事
③災害復旧工事等
※対象工事の詳細は、入札説明書をご覧ください。

「４週８休」の推進に向けた取組に対して費用を負担します。
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【移行基準日】
受注者が希望する次のいずれかの日とします。
・令和５年１２月１日
・令和６年１月１日
・令和６年２月１日
・令和６年３月１日
・令和６年４月１日

４－(２) ４週８休の実現に向けた取組み

【Ｒ４．１０改正】
令和４年１０月以降に公告する全ての土木及び施設工事を対象とし、原則、発注者指定方式とします。なお、下

記工事については、発注者指定方式の対象としない場合があります。
≪発注者指定工事の対象としないことのできる条件≫

①災害復旧工事等
②現場施工が１週間に満たない工事
※対象工事の詳細は、入札説明書をご覧ください。

【発注者指定方式への移行】
発注者指定方式を適用していない工事で工期が令和６年４月を跨ぐ工事について、受注者へ意向確認を行い、受注者の

意向により、発注者指定方式へ以降し、その費用を計上します。

「４週８休」の推進に向けた取組に対して費用を負担します。

意向確認については契約責任者から受注者へ依頼します。
左のフロー図に示す契約変更については、「工期変更」を行うもの
です。

「請負代金額の変更」については、最終設計変更時に行います。

≪発注者指定方式への移行手続きフロー≫
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４－(２) ４週８休の実現に向けた取組み

≪ＮＥＸＣＯ西日本における定義≫※令和７年６月以前に入札公告等を行った場合
（１）週休２日

対象期間において、４週８休以上※の現場閉所を行ったと認められる状態をいう。
※４週８休以上とは、対象期間の全日数に対する現場閉所日数の割合が、28.5％（８日／28日）以上の水
準に達する状態をいう。

（２）対象期間
工事の着手日から工事しゅん功日までの期間をいう。なお、年末年始６日間、夏季休暇３日間、工場製作

のみを実施している期間、工事全体を一時中止している期間のほか、発注者があらかじめ対象外としている
内容に該当する期間（受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間など）は含まない。

（３）現場閉所
巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場合を除き、現場事務所での事務作業を含

めて1 日を通して現場や現場事務所が閉所された状態をいう。
（４）現場閉所率

対象期間内の現場閉所日数の割合をいう。なお、降雨、降雪等による予定外の現場閉所日についても、現
場事務 所での事務作業を含めて１日を通して現場や現場事務所が閉所された状態であれば、現場閉所
日数に含めるものとする。

なお、昼夜連続規制、集中工事等で現場閉所が困難となる期間は、受発注者協議のうえ当該期間内の当
該工事 の全ての技術者、技能労働者の平均の休日割合を現場閉所率として取り扱うこととする。

「４週８休」の推進に向けた取組に対して費用を負担します。
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４－(２) ４週８休の実現に向けた取組み

≪ＮＥＸＣＯ西日本における定義≫※令和７年７月～令和８年６月に入札公告等を行った場合
（１）週休２日

対象期間において、４週８休以上※の現場閉所を行ったと認められる状態をいう。
※４週８休以上とは、対象期間全てにおいて、１週間当たりの現場閉所日数の割合が、28.5％（２日／７日）

以上の水準に達する状態をいう。
（２）対象期間

工事の着手日から工事しゅん功日までの期間をいう。なお、年末年始６日間、夏季休暇３日間、工場製作の
みを実施している期間、工事全体を一時中止している期間、災害等緊急の理由により監督員が作業休止日
に指示した期間のほか、発注者があらかじめ対象外としている内容に該当する期間（受注者の責によらず現
場作業を余儀なくされる緊急作業及び雪氷対策作業）は含まない。

（３）現場閉所
巡回パトロールや機械器具、現場設備の保守点検、昼夜連続車線規制で現場作業がなく規制器材の監視

等、現場管理に必要な作業を除き、現場事務所での書類作成等を含め、終日、現場及び現場事務所が閉
所された状態をいう。

（４）現場閉所率
対象期間全てにおいて、１週間当たりの現場閉所日数の割合をいう。１週間当たりにおける作業休止日は、

法定休日・所定休日が２日／７日以上となるよう、共通仕様書１－２１-１（施設工事：１－２０-１）に規定する施
工計画書により定めるものとする。 なお、対象期間外で７日未満の週となる場合は、法定休日及び所定休日
が現場閉所であれば現場閉所率を満たしているものとする。 また、日（深夜０時）を跨ぐ夜間工事については、
法定休日・所定休日を起点として日を跨ぐ作業を行う場合は現場閉所とならない。

「４週８休」の推進に向けた取組に対して費用を負担します。
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４－(２) ４週８休の実現に向けた取組み

≪請負工事等成績評定要領の改正≫（Ｈ30.7～）

・主任補助監督員－２．施工状況－Ⅱ．工程管理
・・・4週8休を確保した場合は、評価することを規定。

・主任補助監督員－５．創意工夫－Ⅰ．創意工夫
・・・「働き方改革」の項目を創設

・週休２日（４週８休以上）の確保に向けた企業の取り組みについて評価。
（※結果のみでなく、企業としての取組（社員教育、情報共有方法等）を評価してもよい。）

・上記に加えて、完全週休２日（土日）又は月単位の週休２日の達成を評価。 （Ｒ6.7～）
・若手や女性技術者の登用など、担い手確保に向けた取組について評価。

・監督員－２．施工状況－Ⅱ．工程管理
・・・週休２日の確保に向けた企業の取組みの項目を創設

・工程管理に係る積極的な取組みについて評価。
（※4週8休を確保した場合は、工程管理に係る積極的な取組を評価）

・ 現場閉所による週休２日（4週8休以上）の確保への取組みについて評価。
（工程管理に係る積極的な取組と重複評価）

「４週８休」の推進に向けて、４週８休以上を達成した工事について、
しゅん功評定に反映します。（R7.7以降の公告工事は評価対象外）
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４－(２) ４週８休の実現に向けた取組み

≪総合評価への設定≫
4週８休の推進に向けて、総合評価落札方式の評価項目に「働き方改革へ

の取組み」を設定し、次の課題を設定することを標準とします。（Ｈ30.7～）

▷企業としての就労環境整備への取組みを評価（Ｈ30.7，R3.4, R7.4，R8.7）
トライくるみん、くるみん、プラチナくるみん、えるぼし、プラチナえるぼし又はユースエール

を取得する者を優位に評価します。

▷建設シニアの活用及び若手技術者の配置を評価【働き方改革への取組み】（R6.7，R8.7）
６０歳以上の現場代理人及び45歳以下の監理（主任）技術者の配置を評価します。

▷現場業務の支援を評価【働き方改革への取組み】（R6.7～）
現場事務所への書類作成作業の支援（本店・支店社員、派遣社員等）を評価します。

▷勤務間インターバル制度の導入を評価【働き方改革への取組み】（R6.7～）
企業の就業規則等への９時間以上の勤務間インターバル制度の導入を評価します。

※詳細は、入札説明書をご覧ください。

「４週８休」の推進に向けて、工事の総合評価落札方式において「働き
方改革への取組み」の項目を設定します。
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４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

NEXCO西日本の発注する工事における適正な工程確保に向けた取組み
は以下のとおりです。

≪適正な工程確保の推進≫
「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン（平成２９年８月２８日、

建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議）」による取組みが求められています。
・長時間労働の是正や週休２日の確保など建設業への時間外労働の上限規制の適用に向けた

環境整備に配慮して、適正な工期を設定する。
・工事の実施に先立って、工期への影響を含め具体的にどのような施工上のリスクが存在す

るか等に関して情報共有や意思疎通を図り、不明な点や各々の役割分担についてできる限
り明確化しておくことが望ましい。

ＮＥＸＣＯ西日本では、本ガイドラインに基づき、以下の取組みを行っています。

１）受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施（Ｈ30.7～）
２）土木工事における適切な工期設定ガイドラインを整備（R3.7～）

工程作成の手引きを順次整備（Ｈ30.7橋梁編、Ｒ1.7舗装編、R4.7トンネル
編、R4.7拡幅・スマートIC土工編）※R7.7工期設定ガイドラインへ取込

３）柔軟な工期設定（「任意着手方式」、「フレックス方式」）への取組み
（Ｈ29.4～順次）

４）工事工程開示の取組み（発注者指定方式を採用した週休２日促進工事）
（令和元年から試行、令和3年10月以降実施）
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受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施します。

土木工事請負契約における設計変更ガイドラインに、工事工程
の共有と責任分担の明確化を追加しました。（Ｈ30.7～）

≪工事工程表への明示事項≫
受注者は、設計図書に示された条件に基づき、施工計画段階で工事工程表

を作成します。明示する内容には、以下の内容を含むものとします。

①工事工程表には設計図書に示された工事用地に関する事項、関連施設その他
との関係、作業日及び作業期間に関する事項、関連工事との調整に関する事項
等に記載された、工事着手可能時期等、工程に影響する事項を記載するものと
します。

②工事工程表には、クリティカルを明示するものとします。また、工程が変更となっ
た場合は、その都度クリティカルを再確認するものとします。

③施工計画に影響する懸案事項（未解決課題）がある場合は、その内容を明示す
るとともに、課題解決のための受発注者それぞれの責任分担、対応者（監督員
又は受注者）及び対応期限を明示するものとします。

４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み
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受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施します。

≪工事工程の共有≫
工事工程表を、受発注者双方で確認し共有するものとします。
当該工事工程表を共有することにより、お互いのクリティカルパスを把握する

ことが可能となり、常に工程遅延をもたらす要因を排除すべく、より具体的に情
報共有や意志疎通が図られ、適切な業務遂行に努めることが可能となります。
工事施工中に工事工程表に変更が生じた場合は、受発注者間で修正した工

事工程表を共有するものとします。工程の変更理由が以下の①～⑤に示す、受
注者の責に拠らない場合は、工期の延期等の適切な措置が講じられるよう、受
発注者間にて協議するものとします。

① 受発注者間で協議した工事工程の条件に変更が生じた場合
② 著しい悪天候により作業の不稼働日が多く発生した場合
③ 工事一時中止により全体工期に影響が生じた場合
④ 資機材や労働需要のひっ迫により全体工程に影響が生じた場合
⑤ その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合

４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み
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受発注者間による工事工程共有及び責任分担の明確化を実施します。

４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み
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工程作成の手引きを順次整備します。

■ 適切な工期設定ガイドライン（R3.7制定）
…働き方改革実現に向けた環境整備の一環として、長時間労働の是正、週休２日（４週８休）を

確保した工事にも対応した適正な工期設定を行うため。
…組織や担当者の考え方によるバラツキを解消するため。

上記から、標準的な工程作成が可能となるようガイドラインとして策定しました。
※R6.4において、十分な設計図書の照査期間の確保として標準的な準備期間に30日加算、

後片付け期間については、現場作業と後片付け期間が重複しないよう明確化、詳細設計期
間についても照査期間及び工事規模、形式などの状況に応じて設定する旨明記

※R6.7より、雨休率（次頁参照）を用いた新たな工期設定に改定
ただし、トンネル工については、従前とおりサイクルタイムにより設定
なお、足場等の供用日数についても、雨休率を用いて算出した存置期間により設定

※R7.7より、PC上部工工事、鋼上部工工事及び床版取替工事における標準的な詳細設計期間、
工場製作開始時期等を明記
工程作成の手引き（各編）を工期設定ガイドライン（各編）として取込み

４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

土木工事における適正な工期設定ガイドライン

工程作成の手引き（舗装編）

工程作成の手引き（橋梁編）

工程作成の手引き（トンネル編）

工程作成の手引き（拡幅・スマートIC土工編）

土木工事における適正な工期設定ガイドライン（共通編）

土木工事における適正な工期設定ガイドライン（拡幅・スマートIC土工編）

土木工事における適正な工期設定ガイドライン（トンネル編）

土木工事における適正な工期設定ガイドライン（橋梁編）

土木工事における適正な工期設定ガイドライン（舗装編）

R7.7～
ガイドライン取込
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工程作成の手引きを順次整備します。

≪雨休率≫

下記に示す休日及び天候等（猛暑含む）による作業休止日の年間発生率

４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

◆公休日数 ◆ 天候等による作業休止日日数

施工に必要な工事期間＝施工に必要な実日数（日）÷（１－雨休率（％））＋その他の休日（日）

◆工期設定の比較例 ※１年程度の工事日数で比較した場合、約30日間程度の工期増となる。
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≪ ４週８休の推進に向けた工事における取扱いについて≫
⇒ 契約工期の設定にあたっては、工期設定ガイドラインにより、４週８休を前提とした工程を考慮します。

（橋梁、舗装、トンネル及び拡幅・スマートＩＣ土工について工程作成の手引きを適用）

４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

■適切な工期設定ガイドライン ※
※R7.7「工程作成の手引きの各編」を「工期設定ガイドラインの各編」として取込み

橋梁編（Ｈ30.7）、舗装編（Ｒ1.7）制定 、
トンネル編（Ｒ4.7）制定 、 拡幅・スマートIC土工編（Ｒ4.7）制定

※R2.10において、橋梁編に塗替塗装、はく落防止対策工、下部工耐震補強工を追加
※R3.7において、舗装編の床版防水工を改正
※R5.7において、トンネル編の使用機械（鋼アーチ支保工）を改正
※R6.4において、十分な設計図書の照査期間の確保として標準的な準備期間に30日加算
※R6.7において、従前の積算基準による工期制定から雨休率による新たな工期設定に改正

なお、足場等の供用日数についても、雨休率を用いて算出した存置期間により設定
…組織や担当者の考え方によるバラツキを解消するため、標準的な工程作成が可能とな

るよう手引きとして策定しました。
…工種毎の標準施工能力から施工日数を算出する「工程作成支援ツール」とし整備及び

工種別標準工程を参考に工事工程を作成し、同規模、同条件等の工事で工期設定がバ
ラつかないための指標とします。
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４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

■橋種毎の「施工の流れ」及び「施工写真付の施工フロー」を作成し、活用しています。

各工種の作業内容を写真付きで解説

工程表の「工種欄」の各工種

各工種の作業内容を解説

工期設定ガイドライン（各編）を順次整備します。
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４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

■工種単位で標準的な作業手順による工程を自動作成します。

工程作成の手引きを順次整備します。
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４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

柔軟な工期設定への取組みを行います。

ＮＥＸＣＯ西日本における、柔軟な工期設定の取組みは、以下のとおりです。

任意着手方式：当社が示した工事開始期限までの間で、受注者が工事の始期日を選択
するものをいう。（実工事期間は発注者が指定し、受注者による変更は認
めない）（Ｈ30.1～）

（R４．４～フレックス方式を廃止）
（R６．４～任意着手方式（余裕期間４カ月から６か月へ変更））
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※雨休率：右記に示す休日及び天候等（猛暑含む）による作業休止日の年間発生率

＜雨休率を用いた新たな工期設定＞ ※従前は積算基準により設定
施工に必要な工事期間＝施工に必要な実日数（日）÷（１－雨休率（％））＋その他の休日（日）

４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

更なる適正な工期設定を行います。

R6.4～
・設計図書の照査期間を確保するため、従前の準備期間に３０日を加算
・後片付け期間については、現場作業と後片付け期間が重複しないよう明確化
・詳細設計期間についても照査期間及び工事規模、形式などの状況に応じて設定

R6.7～
・雨休率を用いた新たな工期設定（ただし、トンネル工は従前とおりサイクルタイムにより設定）

＜準備期間（照査期間の確保）及び後片付け期間を考慮した工期設定＞

✓公休日数

✓天候等による休止日数

〈雨休率にて考慮していている日数>

◆工期設定の比較例 ※１年程度の工事日数で比較した場合、約30日間程度の工期増となる。
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４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

≪調査等≫設計成果品の十分な確認期間を確保します

R6.4～
・設計図書の照査・確認期間を確保するため、従前の工期に6０日を加算
・受注者照査期間、発注者確認期間を確保

新たに追加

＜工程イメージ＞
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備　　考
（施工パーティー（P）数等）

・70日間

・道路掘削（2P）

（1P）

・路盤工（1P）

・基層、表層工（1P）

（1P）

・60日間

関連工事 ・〇〇地区○○工事
・特記仕様書○－○へ記載

関係機関協議 ・○○土木事務所　砂防協議
・特記仕様書○－○へ記載

地元 ・○○協議
・特記仕様書○－○へ記載

用地確保（解決時期） ・○○市字○○
・特記仕様書○－○へ記載

支障物件の移設 ・光ケーブル（KDDI）
・特記仕様書○－○へ記載

・・・

交通規制抑制機関
・12月中旬から1月上旬
・GW前、お盆前
・特記仕様書○－○へ記載

年末年始、お盆
・12/29～1/3
・8月中旬
・特記仕様書○－○へ記載

この「見積参考資料（概略工事工程表）」は入札参加者の適切かつ迅速に資するための資料であり、契約書第１条に示す設計図書ではない。

なお、この「見積参考資料（概略工事工程表）」の有効期間は、この工事の入札日までとする。

また、この「見積参考資料（概略工事工程表）」の内容に関する質問は受け付けない。

式 1

ｍ 1,000

㎡ 5,000

式 1

令和３年度 令和４年度

準備工

土工

用排水構造物工

式 1

㎥ 50,000

7月 8月 9月 10月 11月 12月1月

【見積参考資料】概略工事工程表
（工事名）○○自動車道　○○工事

したがって、「見積参考資料（概略工事工程表）」は請負契約上の拘束力を生じるものではなく、受注者は、施工条件等を十分考慮して、仮設、施工方法、安全対策等、工事
目的物を完成するための一切の手段について受注者の責任において定めるものとする。

制
約
条
件

工種 単位 数量 12月

舗装工

付属物工

跡片付け

2月 3月 4月 5月 6月

工事工程開示について取組みます。

４－(３) 適正な工程確保に向けた取組み

※工程に影響を及ぼす前提条件
（主要な工程）の開示

全体工程
に影響を
及ぼさな
い工程に
ついては
記載はし
なくても
良いもの
とする。
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４－(４) 現場の担い手育成・確保への取組み

新名神の事務所では、建築工事※の現場において、工事受注者・発注者・施
工管理業務受注者の3者がそれぞれ違った立場で、女性担当技術者として、色彩
や材料調達等の細かい目線で、施工計画・現場管理・打合せ等を行い、開通に
向けた重要な現場業務を実践しています。

※ 新名神高速道路 茨木北ＰＡ休憩施設他１箇所新築工事

■建築工事での女性技術者の活躍

女性技術者（技能労働者）を配置した
場合、現場で働くために必要な女性用ト
イレの増設に関する費用については、協
議により、実績にて必要な経費を変更で
きるものとします。

新名神現場で活躍する女性技術者
（受注者(左)・発注者（右手前)・施工管理員(右奥)

■契約後：必要な現場経費の計上
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４－(４) 現場の担い手育成・確保への取組み

≪若手・女性技術者の活躍例≫

若手・女性技術者の感
性、意見を参考に、デ
ザインや色合いを決定
しました。
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４－(４) 現場の担い手育成・確保への取組み

■設計業務における若手管理技術者の配置に向けた取組み

設計業務における総合評価落札方式などの評価指標では、通常、配置予定技術者の経験等
を評価項目として評価しています。従って、配置予定技術者として若手の技術者を記載する
ことは、技術点を獲得しずらい状況となっています。

設計業務（総合技術監理型）における耐震補強設計では、設計業務とは別に業務全体をマ
ネジメントする業務「総合技術監理業務」を１件契約し、統括管理技術者を１名配置するこ
とにより、各設計業務において、若手の管理技術者を配置することを可能としています。

（詳細は、１.多様な入札契約制度等に関する取組みをご覧ください。） （Ｈ30.4～）

■施工管理業務における技術者の育成・確保に向けた取組み

床版取替工事や耐震補強工事などの工事が拡大する中、施工管理業務に従事する技術者不
足が喫緊の課題となっています。したがって、施工管理員の育成・確保に向け、次の取組み
を実施しています。

管理員の補助を行う「管理員補助」の格を新たに設定し、管理員資格（Ⅰ～Ⅲ）を保有し
ない技術者を弾力的に配置できるような制度を導入します。管理員補助の費用計上は、当
初発注時又は随意契約時の入札者の配置計画を基に決定します。（Ｈ30.7～）
当初発注時の技術提案項目において、若手技術者（35歳以下・技術系社員・管理員資格
なし）を配置した場合は、技術評価点を加点することを標準設定とします。（Ｈ29.8～）

※管理員補助の格の要件…２級土木施工管理技術検定の指定学科を卒業した者又は指定学科以外を卒業した者で実務経験３
年以上を有するものとします。（年齢は規定しません。）（１人・月を上限とします。）
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≪働きやすい現場環境の整備に向けた取組み・快適トイレの導入≫
女性技術者並びに技能労働者などに不評であるトイレについて、働きやすい現場環境の整備に向け
て、国土交通省が進める「建設現場におけるワーク・ライフ・バランスの推進」施策の一つである「快適ト
イレ」(女性も活用しやすいトイレ)について、設置を推進します。
平成２８年１０月１日時点で契約中の工事及び今後契約締結する工事において、受注者との協議で対
応可能な工事を対象とし、規定の金額を上限として支払うこととしています。

（Ｈ28.10～）

■快適トイレに求める標準仕様
（１）洋式便座
（２）水洗機能（簡易水洗、し尿処理装置付きを含む）
（３）臭い逆流防止機能（フラッパー機能）

（必要に応じて消臭剤等活用し臭い対策を取ること）
（４）容易に開かない施錠機能（二重ロック等）

（二重ロックの備えがなくても容易に開かないことを製造者が説明出来るもの）
（５）照明設備（電源がなくても良いもの）
（６）衣類掛け等のフック付、又は荷物置場設備機能（耐荷重５㎏以上）

■快適トイレとして活用するために備える付属品
（７）現場に男女がいる場合に男女別の明確な表示
（８）入口の目隠し設置（男女別トイレ間も含め入口が直接見えないような配置等）
（９）サニタリーボックス（女性専用トイレに限る）
（10）鏡付きの洗面台
（11）便座除菌シート等の衛生用品

４－(４) 働きやすい現場環境の整備に向けた取組み
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４－(４) 働きやすい現場環境の整備に向けた取組み

≪当社工事現場での快適トイレ設置例≫

快適トイレの導入で働きやす
い環境になったと、女性の方
には特に好評です。
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【取組みの実施例①】

内 容
区 分

項 目
調査・業務工事

全体工事費に占める金額の割合が小さい単価項目は、直接工事
費に対する率計上にて算出し、受発注者の積算の効率化を図りま
す。

○
H28.4～

① 「概略発注方式」の導入

施工条件が同様な工事を繰返し施工する場合、当初発注時の受
注した業者に後続工事を継続して契約することで受発注者の業務
の効率性、安全性や品質の向上、確実な事業促進を図ります。

○
H29.10～

②「継続契約方式」の導入

ＩＣＴ土工や生産性向上技術を技術提案に求め、効率的な施工技
術の定着及び拡大を目指します。

○
Ｈ29.4～

③ 「ＩＣＴ土工、生産性向上技術」の導入

詳細設計付き工事においてＣＩＭを試行し、施工・仮設計画の可視
化によるフロントローディングにより手戻りの削減や施工の効率化、
工期短縮又は安全の更なる確保等の取組みを行います。

○
Ｈ30.4～

④ 「ＣＩＭ」の試行

記述式の課題を減らすなど必要最低限の評価項目とし、受発注者
の資料作成の縮減を図ります。

○
Ｈ29.4～

⑤ 「総合評価落札方式」の見直し

反復的に発注する小規模な工事においては、手続き期間を短縮
することで、競争参加期間中の配置予定技術者の拘束時間の短
縮を図ります。

○
Ｈ29.4～

⑥ 発注手続期間の短縮スキームの導入

４－(５) 受発注者の業務効率化への取組み

≪施策の概要≫
ＮＥＸＣＯ西日本では、入札参加者、工事受注者又は施工管理業務受注者などの
当社とともに事業を推進する方とともに、建設生産プロセスの業務効率化を図るべく
以下の取組みを進めています。
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【取組みの実施例②】

内 容
区 分

項 目
調査・業務工事

品質管理書類以外の工事管理書類にもｋｃｕｂｅ２のシステムを活
用することにより、事務手続きの迅速化・効率化を図り、現場書類
の削減に努めていきます。

○
施工管理
Ｈ29.7～

○
H29.7～

⑦ ｋｃｕｂｅ２による事務手続きの
迅速化・効率化(操作性・利便性の改良)

施工管理業務にモバイル端末やＳＩＭ入りＰＣを導入し、現場立会
の空き時間に書類が確認できる等により書類確認の迅速化・効率
化により工事受注者との速やかな意思疎通を図り、良好なコミュニ
ケーションの向上を目指します。

○
施工管理
Ｈ29.7～
R7.4～

⑧ 現場管理業務へのモバイル端末やＳＩ
Ｍ入りＰＣの導入

４週８休の推進に向けた工事を発注します。なお、既に契約締結し
た土木及び施設工事のうち週休２日促進工事（発注者指定方式）
に該当しない工事で工期が令和６年４月を跨ぐ工事についても、受
注者へ意向確認を行い週休２日促進工事（発注者指定方式）へ移
行します。また、４週８休等を実施した工事に対して費用を支払う
等、働き方改革の推進に努めていきます。

○
H30.7～
R5.9～

⑨４週８休の推進に向けた取組み

工期設定ガイドライン及び工程作成の手引きを整備し、適正な発
注工程に向けた取組みに努めていきます。また、契約後では、受
発注者間で工程の共有を行い、適切な工程管理に努めていきま
す。

○
H30.7～

⑩適正な工程確保に向けた取組み

設計と施工管理を一体として発注することにより、限られた人員で
も効率的に業務を実施できるよう、効率的な業務実施方法を検討
(試行)していきます。

○
Ｈ29.1～

⑪ 「設計・施工管理一体型」の導入

短期間に膨大な耐震設計を行うために、業務全体を統括する総
合技術監理業務と複数の設計業務を一会社と契約することで、受
発注者の業務の効率化、品質向上、事業促進を図ります。

○
Ｈ30.4～

⑫ 「設計業務（総合技術監理型）」の導入

４－(５) 受発注者の業務効率化への取組み
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【取組みの実施例③】

内 容
区 分

項 目
調査・業務工事

土木工事のしゅん功検査を対象に、書面検査時に重要性の高い
書類を指定し、監督員や支社が品質・安全巡回において既に確認
したものは対象から除外（重複確認の廃止）するとともに、検査項
目を事前に通知することで書類準備の省力化を図ります。

○
Ｒ5.7～

⑬ 土木工事のしゅん功検査の省力化
の導入

工期に影響する事案、工事内容が大幅に変更となる事案などにつ
いて工事変更等検討会を活用し、受発注者間における迅速な意
思決定に努めていきます。

○(試行)

Ｒ5.11～

○(本運用)

Ｒ8.7～

⑭ 工事変更等検討会の導入

合同現地踏査後、「設計・計画ＷＧ」を実施し、設計の方向性を組
織的に判断します。占用案件や借地の可否等、行政、地元及び借
地などの下協議等を行い、制約条件を明確にします。

○
Ｒ7.1～

⑮ 設計・計画ＷＧ等の実施

NEXCO西日本の社内システム等と連携して工事及び調査等業務
の業務効率化を加速させる目的で「受発注者の書類確認」や「コ
ミュニケーション」を支援する利便性向上機能に重点を置いた新た
なシステムを開発し、順次運用を開始します。

○
Ｒ7.3～

○
Ｒ7.3～

⑯ 工事等管理システムの稼働

４－(５) 受発注者の業務効率化への取組み
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